
資料３

子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（１）教育・保育サービスの推進

１－（１）－①　保育サービス

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

１－（１）－②　幼保一元化の推進と保育の質の向上

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

　

子育て支援課

令和５年度末時点の実施状況

・子育て支援課に看護師３名、栄養士２名を配置し
ていることで、市内各園児の健康管理を全体的に見
渡せることや食物アレルギーへの注意喚起、マニュ
アルの作成等を行っています。
・通常保育の充実のため、会計年度任用職員を適
宜募集しています。

・市内教育・保育施設８か所（公立こども園５か所・私
立保育園３か所）で以下①から③のとおり延長保育
事業を実施しています。
【保育短時間（午前8時から午後4時まで）】
①午前7時から8時までの最大１時間延長
②午後4時から7時までの最大3時間延長
【保育標準時間（午前7時から午後6時まで）】
③午後6時から7時までの最大1時間延長

令和５年度末時点の実施状況

・公立幼保連携型認定こども園４園と公立保育所型
認定こども園１園の合計５園を開設し、順調にこども
園化を進めています。

・質の高い幼児期の教育・保育の推進方策及び幼
保小連携の取り組み推進のため、学校区を中心に
情報交換や授業参観等を行っています。
・小学校への円滑な移行に向けてアプローチカリ
キュラムを作成し、活用を図りました。

子育て支援課

子育て支援課

・幼保小の連携の取り組みとして、園児と小学生の
交流を実施することが出来ました。また、職員間と
の情報交換会や合同研修会を実施することが出
来ました。

子育て支援課

・こども園化に向け、あり方検討委員会の設置を行
い、第１回目の会議を開催しました。
・市内すべての公立こども園の幼保連携型認定こ
ども園への移行が完了しました。

・子育て支援課に看護師３名、栄養士２名を配置し
ていることで、市内各園児の健康管理を全体的に
見渡せることや食物アレルギーへの注意喚起、マ
ニュアルの作成等を行いました。
・通常保育の充実のため、会計年度任用職員を適
宜募集しています。
・人材確保に向け、県内の大学等を訪問し、学生
への啓発活動等を実施することが出来ました。

・市内教育・保育施設８か所（公立こども園５か所・
私立保育園３か所）で以下①から③のとおり延長
保育事業を実施しました。
【保育短時間（午前8時から午後4時まで）】
①午前7時から8時までの最大１時間延長
②午後4時から7時までの最大3時間延長
【保育標準時間（午前7時から午後6時まで）】
③午後6時から7時までの最大1時間延長

・計画期間を通して、子育て支援課に看
護師及び栄養士を配置することで、すべ
ての子どもが共に成長できるよう園での
受け入れ体制の整備に努めました。
・幼児教育・保育の無償化や共働き家庭
の増加を背景として、保育利用率が上昇
し、ニーズ対応の基盤となる保育士等の
人材確保が大きな課題となっているた
め、引き続き、大学訪問等での啓発活動
は必要であると考えられます。

・市内教育・保育施設８か所（公立こども
園５か所・私立保育園３か所）で延長保育
事業を実施しました。
・保護者の就労形態の多様性に合わせ、
標準の保育時間を超えて実施しました。

・令和４年度より、具体的に山武地域のこ
ども園化に向けて協議を進め、令和６年
10月にあり方検討委員会を設置し、引き
続き協議していきます。

・教育・保育の一体的な提供の推進に向
けて相互理解に努め、定期的・継続的に
関係者で共通理解を図るため、合同研修
会を実施しました。

通常保育事業

公立こども園５か所、公立幼稚園１か
所、私立保育園３か所で実施します。

延長保育事業

保護者の就労形態の多様化に合わせ、
通常の保育時間を超えて保育を実施し
ます。

こども園・幼稚園の区別なく、教育・保育
カリキュラムにより幼児教育・保育を推進
します。

幼保連携

質の高い幼児期の教育・保育の推進方
策及び幼保連携の取組を研修等により
推進します。

②
幼保一元

化の推進と
保育の質
の向上

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

認定こども園の設置

①
保育サー

ビス
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（１）教育・保育サービスの推進

　

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

１－（１）－③　一時預かり事業

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

１－（１）－④　新・放課後子ども総合プランの推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

子ども教育課

・各園との調整を図りながら、事業を実施すること
が出来ました。

・各園の実態から研修テーマを設定し、層別研修、
外部講師を活用した研修を実施し保育教諭の資
質向上に努めました。
・研修の成果を発揮させるため、業績・人事評価の
仕組みを活用し、職員の育成を図ることができまし
た。

子育て支援課

子育て支援課

・市内小学校児童を対象に、平日は小学校授業終
了時から午後７時まで、土曜日、春・夏・冬休みは
午前７時３０分から午後７時まで、市内11か所で実
施しました。
・専門的な知見を持つ保育事業者への指定管理
委託を実施し、特別な支援を要する児童（障がい
のある児童、家庭環境に問題がある児童など）へ
の適切な支援体制の確保に努めました。
・大平学童クラブの園庭工事など、指定管理者と
協議のうえ修繕工事等を実施し、施設の適切な維
持管理を実施しました。

・各園ごとに職員の資質向上に向けて全
職員で研修に取り組むよう努めました。
・各こども園・幼稚園で自己評価及び保
護者を対象とした関係者評価アンケート
を行い、評価結果をもとに検討を行い、
改善に努めることが出来ました。

・一時預かり事業を行っていくなかで、問
題点を園と確認し、利用方法について整
備しながら柔軟な対応することが出来ま
した。

・市内小学校児童を対象に、土日祝日と
年末年始を除いた平日の放課後、土曜
日、春・夏・冬休みに事業を実施しまし
た。令和３年度の小学校統合に伴い、実
施か所は12か所から11か所に減少してい
ます。
・市内小学校に在席する児童の数は減
少傾向にありましたが、学童クラブの利用
を希望する児童の数にはあまり減少が見
られず、ほぼ横ばいでした。
・引き続き、安定した運営と、施設の適切
な維持管理、十分な定員数の確保に努
めます。

・市内小学校児童を対象に、平日は小学校授業終
了時から午後７時まで、土曜日、春・夏・冬休みは午
前７時３０分から午後７時まで、市内11か所で実施し
ています。
・成東学童クラブでは午後８時まで延長保育を実施
しています。
・平成29年度から一時利用を実施しています。
・令和５年度から全学童で指定管理者制度を導入し
ました。

保育の質の向上のための取組み

園内研修の充実、各種外部研修へ積極
的に参加することにより、保育教諭として
の資質向上を図ります。
各こども園・幼稚園で自己評価及び保
護者を対象とした評価アンケートを実施
し、評価結果についての検討を行い改
善に活かします。

一時保育事業

家庭において保育を受けることが一時
的に困難になった子どもを対象に、こど
も園等において一時的に預かり、必要な
保育を実施します。

②
幼保一元

化の推進と
保育の質
の向上

④
新・放課後
子ども総合
プランの推

進

・各こども園・幼稚園の職員を対象に管理職研修、
主任研修、年齢別研修等を行っています。また、各
園では外部講師を活用して研修を行い、保育教諭
としての資質向上を図っています。
・各こども園・幼稚園で自己評価及び保護者を対象
とした関係者評価アンケートを行い、評価結果をもと
に検討を行い、改善に努めています。

令和５年度末時点の実施状況

・公立こども園５か所・私立保育園１か所・小規模保
育施設１か所で実施しています。
・一時保育事業、こども園短児部の預かり保育事業
を合わせて一時預かり事業として実施しています。

放課後児童健全育成事業（放課後児童
クラブ）

令和５年度末時点の実施状況

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

市内小学校児童及び市内在住児童を
対象に、平日は小学校授業終了時から
午後７時まで、土曜日は午前８時から午
後７時まで受け入れを実施します。（春・
夏・冬休みは午前７時３０分から午後７時
まで）

③
一時預かり

事業
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（１）教育・保育サービスの推進

　

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

１－（１）－⑤　学校の教育環境等の充実

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

「確かな学力」の向上の推進

ICT機器を効果的に活用するとともに、
少人数指導等によるきめ細かな指導の
充実を図ります。思考力や判断力・表現
力が身に付けられる授業を展開できる
教員の育成を図ります。

・総合的な学習の時間に「ふるさと学習」を位置付
け、地域の自然や産業に触れる体験活動を取り入
れました。
・小３、小５、中１は日向の森での「山の体験」、小４
は本須賀海岸での「海の体験」を実施しました。

子ども教育課

子ども教育課

・市内全ての小中学校に電子黒板を導入し、一人
一台端末と組み合わせて、学習成果の共有や協
働学習の促進を図りました。
・学力向上支援事業により、市内４校の小学校に
少人数指導講師を派遣し、児童一人一人にきめ
細かな指導の充実を図りました。
・電子黒板活用研修、英会話アプリ活用研修等を
実施し、教員の指導力向上を図りました。

・ICT機器の効果的な活用をめざして、環
境整備や教員の研修会等を実施しまし
た。
・学力向上支援事業により、市内小学校
に少人数指導講師を派遣し、きめ細かな
指導の充実を図りました。

・地域の資源を活用した体験活動を取り
入れ、創意工夫をした特色ある総合的な
学習の展開に努めました。

・米作り体験、苺栽培、落花生栽培、サンブスギにつ
いての学習など、地域の特徴や人材を活用した学
習が、各学校で実施されました。
・学習の発表会を実施し、山武市の魅力を発信し、
共有しました。

子ども教育課

・緑海小学校では年11回、日向小学校では年３
回、放課後子ども教室を開催しました。地域住民
及び学校の協力の下、児童へ体験活動の場を提
供しました。
・令和６年度は再開初年度であることから、教室の
申込手続きや、児童を移動させる際の段取りなど、
次年度に向けて改善可能な箇所を見つけることが
できました。

・令和２年度から令和５年度にかけて、感
染症対策のため休止としていましたが、
令和６年度に再開し、学校及び学校運営
協議会と協議の上、児童に体験活動の
場を提供しました。
・高齢化等により、放課後子ども教室に協
力していただける地域住民の確保が課題
となっているため、今後も引き続き学校運
営協議会等を活用し確保に努めます。

・緑海小と日向小では、令和６年度の再稼働に向
け、講師の確保や開催方法等、放課後子ども教室
の代表者等と協議、調整を行いました。
・日向小については、学校運営協議会と連携を図り
ながら進めています。

令和５年度末時点の実施状況

⑤
学校の教
育環境等
の充実

令和５年度末時点の実施状況

④
新・放課後
子ども総合
プランの推

進

総合的な学習時間の実施

地域の教育資源を活用し、創意工夫を
した特色ある総合的な学習を展開しま
す。

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

放課後子ども教室

小学校児童を対象に、地域の大人が講
師となって体験学習等の教室を開設し、
子どもの多様な体験活動ができる場を
提供します。また、既存教室等の活用促
進及び放課後等における学校施設の一
時的な利用を促進します。

・一人一台端末の活用により、個別最適な学びの環
境が整いつつあります。
・学力向上支援事業により、講師を派遣し、児童一
人一人にきめ細かな指導の充実を図っています。ま
た、講師から授業についての指導や助言を受け、教
員の指導力の向上に努めています。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（１）教育・保育サービスの推進

　

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

・全ての学校・幼稚園で自己評価及び学校関係者
評価を実施し、ホームページや学校便り等を通じ
て公表することができました。
・各校において、学校運営協議会や学校評議員会
議を定期的に開催し、その内容を学校便り等で公
表するとともに、今後の学校運営の資料として活か
すことができています。

子育て支援課
子ども教育課

・幼稚園では、５歳児が入学する小学校に交流訪
問を実施しました。
・小学校教育の円滑な接続のため、こども園・幼稚
園・小学校連携事業（授業参観、行事交流、情報
交換会等）を実施しました。

子ども教育課

・体育の授業や外遊びの機会を増やし、健全な身
体作りに努めました。
・多くの生徒が部活動に参加し（中学生の部活動
加入率は約75％）、体力の向上等を目指し活動し
ました。
・各園、小中学校において運動会や体育祭、マラ
ソン大会などの体育行事を実施しました。

・体育の授業や外遊びの機会を増やし、健全な身
体作りに努めています。
・多くの生徒が部活動に参加し、体力の向上等を目
指し努力しています。
・感染症対策を講じながら、運動会や体育祭、マラソ
ン大会などの体育行事を実施しています。

子ども教育課

・多くの生徒が部活動に参加し、体力、技
能の向上等を目指し熱心に活動していま
す。令和２年度から、感染症対策を講じ
ながら規模を縮小して行うこともありました
が、令和５年度より多くの学校で通常通り
実施できました。

⑤
学校の教
育環境等
の充実

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

健全な身体づくり（部活動の実施、体育
行事の実施）

部活動には生徒も顧問も熱心に取り組
み、多くの生徒が参加の体制で実施し
ます。主な学校行事として運動会・体育
祭やマラソン大会を実施します。

信頼できる学校づくり（学校教育目標の
公表・学校評価の実施）

年度初めに学校教育目標を明らかに
し、日々の実践を積み重ね、定期的に
学校評価を保護者に依頼しています。
各学校独自の評価を実施し、次年度の
取り組みに活かします。

教職員間の意見交換会の実施

こども園・幼稚園・小学校の教職員間で
意見交換会を実施するなど、教育、保
育の一体的な提供の推進に向け、共通
理解を図ることで、健全な子どもの育成
に努めます。

・山武市立小学校及び中学校管理規則、同幼稚園
管理規則に学校評価を位置づけ、全ての学校・幼
稚園で自己評価及び学校関係者評価を行っていま
す。
・各校で定期的に学校運営協議会、学校評議員会
議を開催し、運営に活かせる協議を行い、その結果
を学校だより等を通じて公表するとともに、次年度の
学校運営資料として活かしています。
・６校でコミュニティ・スクールを導入しています。

・子どもの健やかな成長、健全な育成に向け、５歳
児担当保育教諭と小学校低学年担当教諭との情報
交換会を７月から８月にかけて「生活習慣」「学習」
「食育」等をテーマに行っています。
・幼稚園では、５歳児が入学する小学校に交流訪問
を行っています。
・年度末（３月）に入学を直前に控え、特別に支援を
必要とする子どもの情報交換会を行っています。

・学校や幼稚園で自己評価及び学校関
係者評価を実施しすることが出来ました。
また、学校において、学校運営協議会や
学校評議員会議を定期的に開催しまし
た。時代の流れや地域の状況にあった評
価項目を取り入れながら、引き続き評価
を実施し、今後の取り組みに活かします。

・こども園、幼稚園と小学校との連携事業
については、これからも必要と考えられま
す。特に入学する小学校への交流につ
いては、非常に大切な取り組みなので、
今後も継続していきます。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（１）教育・保育サービスの推進

　

１－（１）－⑥　いじめ・不登校などへの対応

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

不登校・引きこもりについて学校全体で
当該児童生徒に関する共通理解を深
め、スクールカウンセラー・心の教室相
談員・家庭教育指導員の支援を受けな
がら登校へ向けての支援を行います。

いじめ等の被害にあった子どもの保護

いじめ等の被害を受けた子どもに対し、
家庭相談員・家庭教育指導員・スクール
カウンセラー・心の教室相談員が学校・
警察署・児童相談所等と連携を図り、保
護、対策を協議します。

不登校・引きこもり対策

令和５年度末時点の実施状況

・「学校いじめ防止基本方針」を基に、指導を展開し
ています。毎学期、いじめアンケート調査を実施し、
現状の把握に努めています。
・中学校１年生を対象にいじめ防止啓発授業を実施
しＳＮＳを活用したいじめ相談アプリ「STANDBY」の
周知を図りました。
・市ホームページ「さんむしキッズ」いじめ問題メール
窓口などの相談機関を積極的に周知し、問題の早
期発見・組織的な早期対応を図っています。
・市内小中学校のいじめの状況について、対策連絡
協議会で協議し、予防に努めています。いじめの重
大事態が起こった場合は、調査対策委員会におい
て、調査をし、市長に報告する体制を確立していま
す。

・スクールカウンセラー、心の教室相談
員、スクールソーシャルワーカーの配置
等、不登校児童生徒に対する支援体制
作りに努めました。
・不登校の原因が多様化してきているた
め、引き続き、学校、家庭、関係機関との
連携を図ります。

・学校におけるいじめの積極的認知、い
じめの被害にあった子どもに対しての教
育相談体制の充実を図りました。

子ども教育課

・スクールカウンセラー、心の教室相談員を全小中
学校に配置し、相談体制づくりに努めました。
・年に１回、長期欠席児童生徒担当者会議を実施
し、学校と外部機関との連携を図りました。
・学校が関わりを持ちにくい家庭については、ス
クールソーシャルワーカー、訪問相談担当教員と
連携を図りながら家庭への支援を行いました。

子ども教育課

・毎学期、いじめアンケート調査を実施し、現状の
把握に努めました。いじめ等の被害にあった子ども
については、スクールカウンセラー、心の教室相談
員が連携して教育相談を実施しました。
・いじめ防止啓発授業を実施するとともに、全ての
教育活動を通して情報モラルの向上を図りました。
・市内小中学校のいじめの状況について、対策連
絡協議会で協議し、予防に努めました。

⑥
いじめ・不
登校など
への対応

主な事業・取り組み

・スクールカウンセラー、心の教室相談員が教職員と
の情報交換を積極的に行い、担任と協力して家庭
訪問等を実施しています。また、学校が関わりを持
ちにくい家庭については、スクールソーシャルワー
カーとも連携を図りながら、学校と家庭とのつながり
を持てる体制づくりを行っています。さらに、ハートフ
ルさんぶの適応指導教室とも連携を図っています。
・家庭教育指導員が、主に学校との信頼関係を損ね
た保護者からの不登校相談に応じています。教職
員や訪問相談教員、スクールカウンセラー、心の教
室相談員等と情報交換を行い、ケースによっては家
庭訪問を実施しています。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（１）教育・保育サービスの推進

　

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

子ども教育課

相談体制の拡充

いじめ問題メール窓口やいじめ相談ア
プリ「ＳＴＯＰ　ｉｔ」を活用し、相談窓口の
充実を図るとともに、訪問相談担当教
員、スクールカウンセラー、心の教室相
談員及び家庭教育指導員による児童生
徒や保護者の相談を実施します。

・専門的な知識を持つスクールカウンセ
ラーや心の教室相談員が全小中学校に
配置されたことにより、小中学校の教育相
談体制が強化されました。

・毎学期１回以上、全ての学校で全児童生徒との
教育相談を実施しました。
・ＳＮＳを活用したいじめ相談アプリ「STANDBY」の
周知を図りました。相談があった生徒については、
学校と連携して相談体制を整えました。
・スクールカウンセラー、心の教室相談員を全小中
学校に配置し、児童生徒や保護者の相談を実施し
ました。

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

⑥
いじめ・不
登校など
への対応

・すべての小中学校（小学校11校、中学校４校）へ、
スクールカウンセラー及び心の教室相談員を配置
し、児童生徒及び保護者の相談にあたりました。
・毎学期、教育相談活動を実施しています。
・家庭教育指導員が、電話や面談による子育て相談
に応じています。内容によっては学校と情報交換を
行うなど連携して実施しています。
・年度当初や長期休業前には各種相談窓口の周知
を図っています。
・令和４年４月１日からいじめ相談アプリ名が
「STANDBY」に変更になりました。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（２）子どもの成長・発育にあった健康づくり

１－（２）－①　健康診査

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

・乳幼児健康診査の受診率は92.4％で、前年度と
比較すると1.8％増加しました。未受診者について
は、家庭訪問等により100％把握することができま
した。
・健診後に情報共有を行い、必要な支援に繋げら
れるよう努めました。
・乳児腎エコー検査は156名（99.4％）が受診し、精
密検査対象者は４名（2.6％）でした。うち、3名
（75.0％）が受診し、経過観察中です。
・3歳児健康診査における目の屈折検査は216名
(100%）が受診し、精密検査対象者は31名
（14.4％）でした。うち23名（74.2％）が受診しまし
た。

・健診受診率は、高値で推移しており、未
受診者は全数把握できました。
・健診後、子育て支援や虐待予防、発達
支援等必要な家庭へ継続支援ができて
います。

令和５年度末時点の実施状況

・妊婦一般健康診査の受診率は、68.8％と前年度と
比べ2.2％減少しました。
・産後の身体の回復状況の確認と産後うつ病の予
防等のために産婦健康診査の助成を行うにあたり、
乳児一般健康診査の助成を乳児1人につき1回とし
ました。受診率は、71.9％と前年度に比べ4.0％減
少しました。

・妊婦歯科健康診査委託事業の受診率は36.8％
で、前年度と比較すると4.6％減少しました。

①
健康診査

主な事業・取り組み

妊娠届提出の際、希望者に妊婦歯科健
康診査申込書及び実施記録票を発行
し、妊娠中に１回、市内契約歯科医院に
おいて公費負担で妊婦歯科健診を実施
します。

乳幼児健康診査

発育・発達の節目時期（４か月児、１歳６
か月児、３歳６か月児）に合わせ、健康
診査を実施します。
また、２歳６か月児を対象に歯科健康診
査を実施します。健診前後にカンファレ
ンスを行い、子育て支援や虐待予防、
発達支援等が必要な親子と継続して関
わりをもつ機会としています。
各健康診査未受診者についてはその理
由や家庭状況の全数把握に努めます。

医療機関委託健康診査
（妊婦・乳児）

妊婦一般健康診査は、妊婦１人につき
14回を基準とし委託医療機関で実施し
ます。
乳児一般健康診査は、乳児１人につき２
回を基準とし、生後３～８か月と生後９～
11か月に委託医療機関で実施します。

妊婦歯科健康診査

・乳幼児健康診査の受診率は90.6％で、前年度と比
較すると3.3％減少しました。未受診者については、
家庭訪問等により100％把握することができました。
・健診後に情報共有を行い、必要な支援に繋げられ
るよう努めました。
・乳児腎エコー検査は155名（98.7％）が受診し、要
経過観察児は１名（0.6％）でした。
・3歳児健康診査における目の屈折検査は173名
(87.4%）が受診し、精密検査対象者は29名（16.8％）
でした。精密検査対象者のうち14名（48.3％）が受診
しました。

健康支援課

健康支援課

・令和２年度から令和５年度においても、
感染症対策を講じながら実施できまし
た。
・受診率の向上に向けての取り組みが困
難な状況のため、今後は、直接対象者に
働きかけることができる「パパママサロン」
の講話の中で、健診受診の必要性につ
いて、積極的な周知に努めていきます。

・妊婦歯科健康診査委託事業の受診率は29.6％
で、前年度と比較すると7.2％減少しました。
・希望者数に大きな増減はなく、妊娠７か月時点で
受診勧奨を行っていますが、未受診の理由が把握
できていないため受診率の向上に向けての働きか
けが困難な状況です。

・令和２年度から令和５年度においても、
感染症対策を講じながら実施できまし
た。
・妊婦一般健康診査の受診率は、流産等
の事情により14回すべて受診できない場
合もあるため、年度で比べることは難しい
と考えられますが、今後も受診率向上に
努めます。また、乳児一般健康診査は、
出生届、2か月児相談時等で受診勧奨に
努めます。

・妊婦一般健康診査の受診率は、73.9％と前年度
と比べ5.1％増加しました。
・乳児一般健康診査の受診率は、73.1％と前年度
に比べ1.2％増加しました。

健康支援課
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（２）子どもの成長・発育にあった健康づくり

１－（２）－②　発達支援

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

・個別相談を年間48回、実件数86件、延べ149件
実施しました。相談のきっかけとしては家族からの
相談が最も多く、その件数は増加しています。
・こども園等への巡回発達相談では、各園へ東金
特別支援学校の教諭や心理士と計25回巡回訪問
をし、発達に問題がある園児を観察し、園での対
応方法等を検討しました。相談実績118件延べ162
件

・令和２年度から令和４年度までは、感染
症対策のため、一部事業を縮小して実施
した期間もありましたが、令和５年度から
通常通り実施できました。
・実施件数はおおむね横ばいで利用希
望者は、のびのび発達相談を利用するこ
とができました。

健康支援課
子ども教育課

・ことばの相談を年間42回、実件数82件、延べ174
件実施しました。
・保護者了解のもと、関係機関（こども園・幼稚園
等）に対し、園児の支援方法について情報共有を
行いました。
・市内各園の年中児を対象に「ことばのチェックリス
ト」を実施し、ことばの問題（吃音や側音化構音等）
を早期に発見し、就学前の支援につなげました。
（相談勧奨者38名のうち14名が相談）
・就学児は、子ども教育課「ことばの教室」への引き
継ぎを年1回実施しました。

・就学時健康診断で発音検査を実施し、その結果
から２次検査を含めた個別の相談会を実施しまし
た。
・「ことばの教室」担当教員（４名）が複数の小学校
を担当し、発音指導を行いました。保護者と面談を
実施し、学習の成果や今後の課題を伝えました。

健康支援課

・感染症対策として、令和２年３月から中止していま
した。中止していた期間で母子保健事業（ことばの
相談・発達相談）や療育機関等が充実し、カンガ
ルーひろばの目的を補うことができるようになった
ため、令和３年度に廃止しました。

・令和２年３月から中止し、令和３年度に
廃止しました。

カンガルーひろば

発育や発達につまずきのある子どもと保
護者を支援する場として幼児健診後に
事業を紹介し、保育士、保健師、臨床心
理士等による遊びを中心とした集団指
導を実施します。

・ことばの相談を年間50回、実件数79件、延べ169
件実施しました。
・保護者了解のもと、関係機関（こども園・幼稚園等）
に対し、園児の支援方法について情報共有を行い
ました。
・市内各園の年中児を対象に「ことばのチェックリス
ト」を実施し、ことばの問題（吃音や側音化構音等）
を早期に発見し、就学前の支援につなげました。
（相談勧奨者32名のうち12名が相談）
・就学児は、子ども教育課「ことばの教室」への引き
継ぎを年1回実施しています。

・「ことばの教室」担当教員（４名）が複数の小学校を
担当し、発音指導を行っています。保護者と面談を
実施し、学習の成果や今後の課題を伝えています。

・感染症対策として、令和２年３月から中止していま
した。中止していた期間で母子保健事業（ことばの
相談・発達相談）や療育機関等が充実し、カンガ
ルーひろばの目的を補うことができるようになったた
め、令和３年度に廃止しました。

ことばの相談

主に幼児健康診査の事後指導として言
語聴覚士による個別相談を実施します。
また、小学校では「ことばの教室」を開設
し、担当教員が発音指導等を実施しま
す。

のびのび発達相談

主に幼児健康診査の事後指導として臨
床心理士等による個別相談を実施しま
す。
また、希望のあったこども園・幼稚園等
を特別支援学校教員、臨床心理士等と
保健師が巡回し、園児及び保育士への
支援を行います。山武市簡易マザーズ
ホーム等の利用支援や、就学に関して
教育委員会等関係機関との連携にも努
めます。

令和５年度末時点の実施状況主な事業・取り組み

②
発達支援

・個別相談を年間54回、実件数72件、延べ125件実
施しました。相談のきっかけとしては家族からの相談
が最も多く、その件数は増加しています。
・こども園等への巡回発達相談では、各園へ東金特
別支援学校の教諭や心理士と計25回巡回訪問を
し、発達に問題がある園児を観察し、園での対応方
法等を検討しました。相談実績141件延べ182件

健康支援課

・実施件数はおおむね横ばいであり、利
用希望者は、ことばの相談を利用するこ
とができました。
・年中児の構音評価の結果から、ことば
の相談を案内した児に関しては、ことば
の相談利用につながるよう引き続き各園
と連携して勧奨に努めていきます。

・就学前に発音検査を実施し、発音指導
が必要な児童の早期発見に努めました。
・市内全ての小学校で「ことばの教室」を
開設し、担当教員が複数の学校を兼務し
て発音指導等を実施しました。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（２）子どもの成長・発育にあった健康づくり

１－（２）－③　食育の推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

・食育教室は、年齢により理解力に幅が
あるため、各年齢層を考慮した食育指導
を行いました。幼児期から正しい食生活
を身につけることが大切なため、今後も引
き続き取り組んでいきます。

健康支援課

食育の推進

・基礎コースとステップコースの２部構成で年6回61
名に実施しました。
・基礎コースは離乳食の調理実習を行い、栄養士
のデモで対応しました。
・ステップコースは、歯科医師より個々の乳児に合
わせた指導を行いました。

・令和２年度から令和４年度までは、感染
症対策のため、一部事業を縮小して実施
した期間もありましたが、令和５年度から
通常通り実施できました。
・個々の乳児の発達に応じた指導に取り
組むことができました。

健康支援課

・食育教室は、こども園・幼稚園・保育園で延べ56
回1,182名の園児に実施しました。
・食育教室は主に、食事バランスやマナー、食具
の使い方を行いました。
・食育研修会は、年1回18名に実施しました。指導
者研修会として、歯科医師を講師に乳幼児の摂食
について、保育教諭・小中学校の養護教諭・特別
支援学級担任教諭等を対象に行いました。

こども園・幼稚園・小中学校等におい
て、栄養士等を中心として、関係機関と
連携した食育教室を実施します。
また、子どもの食育に携わる指導者の知
識向上のための研修会を開催します。
必要に応じ、各園を巡回し、指導者の悩
みに対応した研修会を開催します。

乳児をもつ家族を対象に、離乳食に関
する健康教育を実施します。離乳食の
進め方について、実習を通して、その時
期に必要な量や固さ、手作りの大切さを
伝えます。

③
食育の推

進

・基礎コースとステップコースの２部構成で年6回76
名に実施しました。
・基礎コースは離乳食の調理実習を行い、栄養士の
デモで対応しました。
・ステップコースは、歯科医師より個々の乳児に合わ
せた指導を行っています。

・食育教室は、こども園・幼稚園・保育園で延べ47回
880名の園児に実施しました。
・食育教室は主に、食事バランスやマナー、食具の
使い方を行いました。
・食育研修会は、年２回22名に実施しました。1回目
は指導者研修会として、歯科医師を講師に乳幼児
の摂食について、保育教諭を対象に行いました。2
回目は、栄養士が食具の使い方について、就学前
児の保護者に研修会を行いました。

離乳食教室

令和５年度末時点の実施状況主な事業・取り組み
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（２）子どもの成長・発育にあった健康づくり

１－（２）－④　思春期保健対策の推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

子ども教育課

飲酒・喫煙・薬物乱用防止

学校保健全体計画等により、学校ごとに
薬物乱用防止についての指導を行いま
す。

令和５年度末時点の実施状況

性教育年間計画により、授業のなかで
性教育や思春期の健康づくりについて
の学習を学校ごとに実施します。関係機
関が連携し、事業内容の充実に努めま
す。

健康支援課
子ども教育課

・保健体育科の学習の一環として、小学校高学年や
中学生を対象に、飲酒・喫煙・薬物に関する正しい
知識が身に付くよう、警察職員や民間団体等に講師
を依頼し、薬物乱用防止教室を実施しています。
・各学校に薬物乱用防止標語コンクールの応募を
依頼し、児童生徒の意識を高める啓発活動に努め
ています。

・学校と外部講師（助産師）とが連携し、「生命の奇
跡」「自分を大切にし、相手を大切にする」「すてきな
大人になるために」というテーマで、希望のあった小
学校６校178名、中学校2校138名、併せて8校316名
に講演会を実施しました。
・感染症対策のため、赤ちゃんふれあい体験は中止
しました。

・学校と外部講師（助産師）とが連携し、「生命の奇
跡」「自分を大切にし、相手を大切にする」「すてき
な大人になるために」というテーマで、希望のあっ
た小学校７校162名、中学校３校195名、併せて10
校357名に講演会を実施しました。
・感染症対策のため、赤ちゃんふれあい体験は中
止しました。

・感染症対策のため、令和２年度は実施
希望校が６校に減少しましたが、令和６年
度は１０校まで増加しました。
・講師と養護教諭等で直接打ち合わせを
実施し、各小中学校の実情に合った教室
内容で実施することができました。
・令和２年度から令和６年度の期間につ
いて、感染症対策のため、赤ちゃんふれ
あい体験は中止しました。

・保健体育科の学習の一環として、小学校高学年
や中学生を対象に、飲酒・喫煙・薬物に関する正
しい知識が身に付くよう、警察職員や民間団体等
に講師を依頼し、薬物乱用防止教室を実施しまし
た。
・各学校に薬物乱用防止標語コンクールの応募を
依頼し、児童生徒の意識を高める啓発活動に努め
ました。

・学校保健全体計画に基づき、学校ごと
に飲酒・喫煙・薬物に関する正しい理解
を促すため、薬物乱用防止教室を実施し
ました。実施にあたっては関係機関と連
携するとともに、内容を工夫して行いまし
た。また、各学校に薬物乱用防止標語コ
ンクールへの応募を依頼し、啓発活動に
努めました。

主な事業・取り組み

性教育
（思春期教室）

④
思春期保
健対策の

推進
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（３）子どもの人権の尊重と支援を必要とする子どもへの支援

１－（３）－①　子どもの人権の尊重・児童虐待防止対策

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

主な事業・取り組み

子ども人権（CAP）事業

子どもたちがいじめ、様々な暴力等から
自分を守るための人権講習プログラムを
実施することで、子どもたちの「生きる
力」を引き出し、子どもの「安心・自信・自
由」の権利と自らの身を守るための方法
を練習させます。

令和５年度末時点の実施状況

・定期的な情報交換会議や個別のケース
検討会議を実施し、要保護児童対策地
域協議会の関係機関のネットワーク連携
を強化し、児童虐待の防止、早期発見・
早期対応を図ることで、重症化事例を出
すことなく対応することができました。

・児童虐待防止対策のため、妊娠期から
個々のケースに丁寧にかかわり、リスクの
あるケースには、関係機関と連携して対
応できました。
・転入乳幼児の保護者ともほぼ全数面接
し、リスクの早期発見、早期対応に努めま
した。

・健診や相談事業後に情報共有を実施し、虐待リス
クのある家庭は、家庭児童相談係へつなげていま
す。健診の未受診者に対しては、全数把握すること
ができています。

・健診や相談事業後に情報共有を実施し、虐待リ
スクのある家庭は、家庭児童相談係へつなげてい
ます。健診の未受診者に対しては、全数把握する
ことができました。

・健診や相談事業後に情報共有を実施
し、虐待リスクのある家庭は、家庭児童相
談係へつなげています。健診の未受診者
に対しては、全数把握することができまし
た。

健康支援課

子ども教育課
健康支援課

子ども教育課

①
子どもの人
権の尊重・
児童虐待
防止対策

・子どもたちがいじめ、様々な暴力等から
自分を守るための人権講座に参加するこ
とで、「生きる力」を引き出しながら、子ど
もの「安心・自信・自由」の権利と自らの身
を守るための方法を練習させることができ
ました。

児童虐待防止のため家庭相談員等が
個別の相談等に対応します。児童虐待
に対する各機関の共通認識を深め、連
携して対応します。

児童虐待防止対策 ・要保護児童等に関する情報の共通理解を深めて
対処していくため、定期的な情報交換会議や個別
のケース検討会議を実施しながら、要保護児童対策
地域協議会の関係機関のネットワーク連携を強化
し、児童虐待の防止、早期発見・早期対応を図って
います。
・また、令和５年度より子どもの車内放置による事故
防止のためポスターを作成し、市内施設への掲示に
よる注意喚起を実施しています。

・保健師による家庭訪問等の支援については、特定
妊婦7名、虐待（疑い含む）乳幼児91名、ハイリスク
妊婦17名の計115名（実人数）に対し、合計1,114名
（延べ人数）に実施しました。
・転入乳幼児95名の保護者面接は、96.8％実施で
きました。

・要保護児童対策地域協議会の関係機関のネット
ワーク連携を強化し、児童虐待の防止、早期発見・
早期対応を図るため、定期的な情報交換会議や
個別のケース検討会議を実施しました。
定例会議：代表者会議１回、実務者会議11回
個別会議：個別支援会議19回、受理会議40回

・保健師による家庭訪問等の支援については、特
定妊婦3名、虐待（疑い含む）乳幼児68名、注意を
要するハイリスク妊婦9名の計80名（実人数）に対
し、合計906名（延べ人数）に実施しました。
・転入乳幼児101名の保護者面接は、98.0％実施
できました。

乳幼児健診、育児相談等での見守り・
対応

児童虐待の予防、早期発見のため、健
診や相談事業後のカンファレンスを活用
して、家庭児童相談室へつなげていま
す。また、母子保健事業において、育児
不安、孤立家庭への支援を行い、発生
予防に努めます。

・子どもたちが、いじめ、誘拐、虐待、性暴力といっ
た様々な暴力から自分の心と体を守るための人権
講座を実施しました。194名（子ども138名、保護者
56名）の方が参加しました。

・子どもたちが、いじめ、誘拐、虐待、性暴力といっ
た様々な暴力から自分の心と体を守るための人権
講座を実施しています。309名（子ども223名、保護
者86名）の方が参加しました。
（令和４年度　257名（子ども192名、保護者65名）参
加）
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（３）子どもの人権の尊重と支援を必要とする子どもへの支援

１－（３）－②　児童発達支援・障がい児の自立支援

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

令和５年度末時点の実施状況主な事業・取り組み

障がいのある子どもの訓練事業・障害福
祉サービスの利用促進

特別支援教育の推進

障がいのある子どものそれぞれの状況
を把握し、その子どもにあった個別計画
を作成し、支援できるように福祉・保健・
教育の各分野の関係機関と連携し、支
援員の配置により、学校での生活を支
援します。

障害者総合支援法に基づく障害福祉
サービスを実施します。山武市簡易マ
ザーズホームでは児童発達支援、放課
後等デイサービス等を実施し、療育活
動を行います。母子保健事業では、発
達支援の教室等を開催し、療育と相談
の場を提供します。

障がいのある子どもの保育の推進

こども園・幼稚園や放課後児童クラブへ
の障がいのある子どもの受け入れ体制
を整え、適切な対応を行います。

・のびのび発達相談から、15名が療育機関へとつ
ながりました。

・園での集団生活が可能な園児、児童について、職
員（看護師、支援員、保育補助員等）の配置を行い
ながら対応しています。
・共通理解、共通実践、継続的な指導・支援に向
け、支援を必要とする園児に個別に「支援計画シー
ト」を作成しています。

・支援を必要とする子どもに対して、保護者、職
員、関係機関等が連携を図り、共通理解と実践を
継続的に行えるよう「支援計画シート」の作成を行
いました。
・また、状況に応じて情報交換会を行い、共通理
解に努めました。

・支援員や保育補助員等の配置を行い、
障がい児等の受け入れを行いました。
・医療的ケア児（気管切開、導尿等）の相
談があった場合は、看護師の配置や必要
な備品の購入を行い、円滑かつ安全な受
け入れに努めました。なお、看護師の配
置には、保育対策支援事業補助金にお
けるモデル事業を活用しました。

・特別支援学級の担当者及び支援員研修会を通じ
て個々に応じた支援についての理解を深めていま
す。また、各校が個別の教育支援計画と個別の指
導計画を作成し、児童生徒一人ひとりの教育的ニー
ズに合わせた支援に役立てています。
・教育支援委員会を年２回実施し、特別な支援を必
要とする児童生徒の把握・対応について検討してい
ます。
・小中学校、合わせて33名の支援員を配置し、教育
活動を支援しています。

・特別な支援を必要とする児童生徒の個別の教育
支援計画や指導計画を作成し、関係機関と連携を
図りながら支援を行うことができました。
・支援員を適切に配置することできめ細かに支援
できるよう配慮しました。また、支援員の研修会を
行い、実力の向上を図るとともに、個別の面談を行
うことで、現状の把握や情報共有を行いました。

・支援員の適切な配置や、支援員への研
修会を行い実力向上を図るなど、関係機
関と連携を図りながら支援を行いました。

子育て支援課

子ども教育課

健康支援課
社会福祉課

②
児童発達
支援・障が
い児の自
立支援

・のびのび発達相談及びことばの相談か
ら計49名が療育機関へとつながりました。
・今後も常勤の言語聴覚士や心理の専門
職を配置するなど、体制づくりに努めま
す。

・のびのび発達相談及びことばの相談から、８名が
療育機関へとつながりました。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標１：子どもへの支援

１－（３）子どもの人権の尊重と支援を必要とする子どもへの支援

１－（３）－③　外国につながる子どもへの支援・配慮

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

・外国人に関する取り組みを行う市民活動団体と
連携しながら、生活に必要なことをまとめた外国人
向けのガイドブックやチラシを配布し、地域社会で
生活していくための理解向上に努めました。

・市内全小学校にALTを配置し、外国語科授業に
とどまらず、学校生活全般の中で交流を図ること
で、異文化理解を深めました。

・外国人児童生徒は、増加の一途にあり、日本語
指導が必要な児童生徒も年々増加しています。
・外国人児童生徒への日本語指導・支援のため
に、山武中学校区に支援員5名を配置し、支援体
制を強化しました。またNPO法人と支援体制を構
築し、日本語の指導を行いました。

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

帰国・外国人児童生徒の日本語指導担
当者連絡協議会
（県教育委員会主催）

多文化共生社会の推進

・外国人児童生徒の日本語指導等に関
わる教員を対象として、指導力の向上を
図るとともに、外国人児童生徒の受け入
れ体制の充実を図りました。
・令和５年度からは、「日本語教室担当者
会議」を開催し、外国人児童生徒の指導
に携わる担当者が相互に情報を交換す
ることにより、日本語指導教室の充実を図
りました。

・外国人児童生徒は、年々増加傾向にあり、日本語
指導が必要な児童生徒も増加しています。
・外国人児童生徒への日本語指導・支援のために、
山武中学校区に支援員７名を配置し、またNPO法人
と支援体制構築について協議しました。

外国人児童生徒の日本語指導等に関
わる教員や語学ボランティア等を対象と
して、指導力の向上を図るとともに、外
国人児童生徒の受け入れ体制の充実を
図ります。
また、外国人児童生徒の指導に携わる
担当者が相互に情報を交換することに
より、日本語指導教室の充実を図りま
す。

子ども教育課

在住外国人と地域の人々が、共に理解
し認め合い暮らしていけるよう、さんむグ
ローバルセンター事業の語学教室等を
支援します。また、子供のコミュニケー
ション能力を高め、異文化を許容する心
を育むため、小学校児童への英語教室
を開催します。

・外国人向けに発行している山武市生活ガイドブッ
クについて、英語版およびシンハラ語版の改訂版を
発行し、配布しました。
また、外国人が集まる施設（モスク）にて、山武市生
活ガイドブックの配架や二次元コードを活用し、生活
上のルールを確認することができるチラシを配布しま
した。
・市内小学校全11校へ外国人講師を派遣し、異文
化理解講座を実施しました。
・さんむグローバルセンター事業は、令和３年度を
もって廃止となりました。

市民自治支援課
子ども教育課

③
外国につ
ながる子ど
もへの支
援・配慮

・令和３年度のさんむグローバルセンター
の廃止に伴い、多文化共生を推進するた
めの生活ガイドブックやチラシを作成し、
周知したことで、在住外国人に対し、日本
の生活ルール等の理解向上につながりま
した。

・ALTが身近にいる環境の中で自然に異
文化に触れる機会をもつことができていま
した。ＡＬＴとのやりとりをすることが、コミュ
ニケーション能力を高めることの一助に
なっています。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（１）家庭と地域の教育力の向上

２－（１）－①　親業講座・家庭教育学級

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

・親業訓練入門講座と親業講座を毎年交互に実
施しています。今年度は親業講座を１回（３日間）
開催、参加者は延べ４１名でした。

・令和元年から親業訓練入門講座と親業
講座を毎年交互に実施しました。参加者
からは、親としての役割や子どもとのコ
ミュニケーションの方法を学ぶよい機会に
なったという声が聞かれました。

・5月に家庭教育学級合同開級式と講演会を開催
しました。各小中学校教頭、園長、PTA役員等の
109名の方が参加しました。
・市内こども園・幼稚園・小中学校でそれぞれ、家
庭教育学級を開催し、延べ1,190名の方が参加し
ました。

安らぎのある楽しい家庭をつくるため、
夫婦がお互いを尊重し合い、子どもと前
向きに向き合い子育てすることによっ
て、家庭の教育力を高めることを目的に
家庭教育学級を開催します。

令和５年度末時点の実施状況

親として子どもの心を理解し、より良い親
子関係を築くため、親としての役割や子
どもとのコミュニケーションの方法を学ぶ
機会として親業講座を開催します。

主な事業・取り組み

①
親業講座・
家庭教育

学級

親業講座

・親業訓練入門講座と親業講座を毎年交互に実施
しています。親業訓練入門講座は１回（２日間）開
催、参加者は延べ23名でした。
（令和3年度　親業訓練入門講座　１回（２日間）開催
延べ26名）

家庭教育学級

・5月に家庭教育学級合同開級式と講演会を開催し
ました。各小中学校教頭、園長、PTA役員等の106
名の方が参加しました。
・市内こども園・幼稚園・小中学校でそれぞれ、家庭
教育学級を開催しています。49回開催し、延べ
1,011名の方が参加しました。

・市内こども園・幼稚園・小中学校でそれ
ぞれ、家庭教育学級を開催しました。家
庭の教育力を高めていくため、より多くの
保護者に参加してもらえるよう、今後も工
夫しながら開催いたします。

子ども教育課

子ども教育課
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（２）子育てに関する相談・情報提供体制の充実

２－（２）－①　情報提供体制の充実

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

２－（２）－②　相談体制の充実

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

主な事業・取り組み

子育てハンドブック、広報紙、ホーム
ページ、子育てアプリ等による情報提供
を行います。
専門職等による相談の際、子育てに関
する情報提供を行います。

令和５年度末時点の実施状況

子育て情報の提供

・正しい知識が得られるように、母子保健健康教育
動画（保健推進員活動「野菜おいしいね」）を配信し
ました。
・専門職等による相談の際に、個々にあわせた子育
て情報の提供を行っています。
・妊娠届出時面接・各種教室等で、子育てアプリ「さ
んむの子（母子モ）」の啓発に努めました。

・専門職等による相談の際に、個々にあわせた子
育て情報の提供を行いました。
・妊娠届出時面接・各種教室等で、子育てアプリ
「さんむの子（母子モ）」の啓発に努めました。

・子育てハンドブックについては、令和７年３月に
改訂版を発行し、市内各こども園・幼稚園・保育園
等へ配布しました。また、市ホームページにも掲載
し、情報提供を行いました。

・専門職等による相談の際に、個々にあ
わせた子育て情報の提供を行いました。

・子育てハンドブックについては、令和４
年３月及び令和７年３月に改訂版を発行
しました。ハンドブックの内容について、
制度改正等、変更があった場合は、最新
の情報を掲載する必要があるため、改訂
版の発行や市ホームページを更新してい
きます。

主な事業・取り組み

健康支援課
子育て支援課

相談体制の拡充

訪問相談担当教員、スクールカウンセ
ラー、心の教室相談員及び家庭教育指
導員による児童生徒や保護者の相談を
実施します。また、子ども教育課には母
子・父子自立支援員、家庭相談員を配
置し、健康支援課には子育て世代包括
支援センター（はぴねす）に母子保健
コーディネーターを配置し、関係機関と
連携して、解決に向けての相談対応、
ケース検討や助言、指導などを行いま
す。

・すべての小中学校（小学校11校、中学校４校）へ、
スクールカウンセラー及び心の教室相談員を配置
し、児童生徒及び保護者の相談にあたりました。
・家庭教育指導員を配置し、子育て相談(家庭訪問
含む)にあたっています。
・家庭児童相談係では関係機関との連携を図り、個
別支援会議等で支援の方法を協議しています。
・学校だよりやホームページ、関係機関の会議等で
相談先、相談窓口について周知を図っています。

・妊産婦及び就学前の乳幼児家庭は子育て世代包
括支援センターはぴねすの母子保健コーディネー
ターが相談支援対応しています。相談891件、電話
869件、訪問29件総計1,789件でした。

・スクールカウンセラー、心の教室相談員を全小中
学校に配置し、児童生徒や保護者の相談を実施し
ました。
・家庭教育指導員を配置し、子育て相談を行いま
した。

・家庭児童相談係では、母子・父子自立支援員兼
女性相談支援員や家庭相談員が相談支援対応し
ました。
女性相談支援員　相談件数166件　訪問４件
家庭相談員　　　　相談件数2,290件　訪問244件

・妊産婦及び就学前の乳幼児家庭は、子育て世
代包括支援センターはぴねすの母子保健コーディ
ネーターが、各地区担当保健師と連携し相談支援
を行いました。相談806件、電話696件、訪問25件
総計1,527件でした。

・専門的な知識を持つスクールカウンセ
ラー、心の教室相談員が全小中学校に
配置されたことにより、小中学校の教育相
談体制が強化されました。

・各種相談に対して、関係機関と連携し
て、問題解決へ向けての相談対応、ケー
ス検討、助言、指導を行いました。

・妊産婦及び就学前の乳幼児家庭は、子
育て世代包括支援センターはぴねすの
母子保健コーディネーターが、各地区担
当保健師と連携し相談支援を行いまし
た。

子ども教育課
健康支援課

①
情報提供
体制の充

実

事業内容

令和５年度末時点の実施状況

②
相談体制
の充実
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（２）子育てに関する相談・情報提供体制の充実

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

子育て支援センターや子育てサークル
での相談

子育て支援課
健康支援課

・子育て支援センターでは、引き続き感染症対策と
して、受け入れ人数を制限するとともに、午前・午後
と施設消毒の時間を設け、安心して利用できるよう
努めています。また、令和5年度から、毎月1回第3土
曜日の午前開所を再開しました。

・すくすく広場についても、感染症対策として、人数
制限を設けて実施し、計14回、延べ96名が参加しま
した。
・すくすく広場を通じ、計測や育児・栄養・歯科相談
を実施し、個々の子育てに関する悩みに対し専門
職が不安軽減に努めました。

・子育て支援センターでは、引き続き感染症対策と
して、午前・午後と施設消毒の時間を設け、安心し
て利用できるよう努めました。
・なるとう子育て支援センターのみ、毎月1回第3土
曜日の午前に開設しました。

・すくすく広場についても、感染症対策として、人
数制限を設けて実施し、計13回、延べ89名が参加
しました。
・すくすく広場を通じ、計測や育児・栄養・歯科相
談を実施し、個々の子育てに関する悩みに対し専
門職が不安軽減に努めました。

・子育て支援センターでは、感染症対策
（受け入れ人数の制限や施設消毒の時
間を設ける等）により、安心して利用でき
るよう努めました。
・子育て支援センターでは、計画期間を
通じて「支援センターだより」を毎月発行
し、ホームページへの掲載や公共施設で
の配架を行い、情報発信しました。
・すぎっこくらぶ（若杉保育園）でも「支援
センターだより」を毎月発行するとともに、
SNS（Instagram）により積極的に情報発信
を行いました。

・すくすく広場は、令和２年度から感染症
対策のため、人数制限を設けていました
が、令和５年度から徐々に緩和し、実施
できました。

子育て支援センターで相談を受け、保
育士と保健師等の連携により相談に対
する支援に努めます。子育てサークル
の活動のなかで相談や情報提供を行い
ます。

こども園は月２回、幼稚園は月１回園庭
を遊び場として開放します。

子育て支援課

こども園・保育園等での園庭開放

・幼児・児童の安全面の確保に配慮し、１日２組まで
の、事前予約制の枠の中で、園開放を実施していま
す。

・安心安全な園開放に努めました。園見学と園解
放の利用方法の周知を図りました。

・地域との交流や入園前の見学を、各園
毎月２回程度園開放を実施しました。
・幼児・児童の安全面を配慮して、事前
予約制かつ１日２組までの枠の中で実施
しました。
・これからも幼児、児童の安全面を最優
先に考え、実施していきたいと考えていま
す。

②
相談体制
の充実
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（２）子育てに関する相談・情報提供体制の充実

２－（２）－③　育児相談・健康支援

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

令和５年度末時点の実施状況

健康支援課妊娠届を受理し、母子健康手帳を交付
する際に、保健師等が面接を実施しま
す。面接時に妊婦の体調確認、サービ
スの紹介、妊娠期に必要な情報提供を
行います。またハイリスク妊婦の早期発
見に努め今後の支援につなげます。

妊婦健康相談

・妊娠届出時面接、妊娠8か月時に電話、希望者に
は相談や訪問を行いました。（実人数193名延べ525
名）。継続した丁寧な相談対応を行うことで、産後の
相談につながっています。
・ハイリスク妊婦は106名（54.9％）、特定妊婦は7名
（3.6％）おり、定期的にケース対応会議を行い、支
援方針を決定しています。特定妊婦の方は家庭児
童相談係と連携し、適切な支援に努めました。

・妊娠届出時面接、妊娠8か月時に電話、希望者
には相談や訪問を行いました。（実人数165名延べ
470名）。継続した丁寧な相談対応を行うことで、産
後の相談につながりました。
・ハイリスク妊婦は104名（63.0％）、特定妊婦は3名
（1.8％）おり、定期的にケース対応会議を行い、支
援方針を決定し、特定妊婦の方は家庭児童相談
係と連携し、適切な支援に努めました。

・妊娠届出時から産後まで、継続した丁
寧な相談対応を行うことができました。
・ハイリスク妊婦や特定妊婦の方は家庭
児童相談係と連携し、支援できました。

主な事業・取り組み

家族等からの出産後の支援が得られな
い等、特に支援を必要とする産後のお
母さんと生後4か月未満の赤ちゃんに対
し、心身のケアや授乳指導、育児相談
等のきめ細かい支援を行うため、近隣地
域の医療機関、助産院等に事業を委託
し、実施します。

健康支援課
妊婦及び家族に対し、妊娠・出産・育児
の専門的な知識を普及するとともに、妊
婦同士の情報交換、交流の機会として
実施します。

産後ケア事業

・産後ケア事業の申請者46名のうち利用者は42名
(昨年度決定9名含む)でした。
・ショートステイは8名が延べ37日利用しました。
・デイケアは22名のうち、1日利用が3名、時間利用
が21名、計62日利用しました。
・産後ケア訪問は30名が延べ107日利用しました。

・産後ケア事業の申請者51名のうち利用者は58名
(昨年度決定18名含む)でした。
・ショートステイは16名が延べ75日利用しました。
・デイケアは39名のうち、1日利用が9名27日、時間
利用が30名106回、利用しました。
・産後ケア訪問は30名が延べ102日利用しました。
・対象者を「全ての産婦」に拡大し、利用実人数
は、ショートステイ、デイケアは増加し、訪問は横ば
いでした。

・令和２年度から令和５年度においても、
感染症対策を講じながら実施できまし
た。
・妊娠初期から利用案内を積極的に行っ
た結果、年々利用者も増加傾向にありま
す。

パパママサロン

・144名の妊婦に個別通知を行い、51名（35.4％）が
参加しました。昨年度と比較すると15.4％増加して
います。参加者のうち40名がパートナーと一緒に参
加しました（パートナーの参加率78.4％）。個別に実
施することで、参加者の希望を反映した内容で行う
ことができました。

・令和６年度より集団指導を再開しました。
・63名の妊婦に個別通知を行い、34名（53.9％）が
参加しました。昨年度と比較すると18.5％増加して
います。参加者のうち29名がパートナーと一緒に
参加しました（パートナーの参加率85.3％）。有効
回答の満足度は100％でした。
・未婚者が令和5年度3名から、令和６年度６名と２
倍に増加しており、個別対応が必要なケースがあ
りました。

・令和２年度から令和５年度までは、感染
症対策のため、個別指導となりましたが、
令和６年度からは集団指導を再開できま
した。
・集団指導では、参加者アンケートから高
い満足度が得られました。個別指導が必
要な方へも分かりやすく丁寧な対応がで
きました。

健康支援課

③
育児相談・
健康支援
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（２）子育てに関する相談・情報提供体制の充実

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

健康支援課

妊産婦並びに乳児を対象とし、助産師・
保健師が訪問指導を実施しています。
出生通知書により希望のあった方だけ
でなく、乳児家庭全戸訪問事業（こんに
ちは赤ちゃん事業）として、生後４か月ま
での乳児のいる家庭の全戸訪問を目指
し市内への里帰りにも対応します。ま
た、平成25年度から低体重児の訪問指
導が県からの権限移譲により市の業務と
なり、低体重児出生届により助産師・保
健師が訪問指導を実施します。

すくすく広場

・感染症対策として、子育て支援センターの利用人
数制限と同様の人数制限をしていましたが、新型コ
ロナウイルス感染症が５類に移行されたことにより、
人数制限を緩和しました。年間計14回、延べ96名が
参加しました。参加実人数は57名でした。
・情報交換、友だちづくり、相談の場として定着して
きています。

妊産婦・乳児訪問指導事業（乳児家庭
全戸訪問事業を含む）

・乳児家庭全戸訪問(令和5年４月～令和6年２月生
まれ）は141世帯（98.6 ％）に実施しました。産後うつ
傾向がみられた産婦は17名（13.9％）、乳児への愛
着が薄い産婦は10名（8.1％）おり、継続支援をして
います。
・妊婦訪問は訪問ではなく、はぴねすでの個別面接
を希望する妊婦が増えています。

・乳児家庭全戸訪問(令和6年4月～令和7年2月生
まれ）は147世帯。うち144世帯（98.0 ％）に実施し
ました。産後うつ傾向がみられた産婦は13名
（9.4％）、乳児への愛着が薄い産婦は6名（4.3％）
おり、継続支援を行いました。
・妊婦訪問は訪問ではなく、はぴねすでの個別面
接を希望する世帯が3世帯あり、産婦や乳児と全
数面接できました。

・令和２年度から令和５年度においても、
感染症対策を講じながら実施できまし
た。
・訪問率は高値で推移しており、訪問で
きなかった世帯は個別に面接を実施し、
全ての世帯と面接ができました。

健康支援課乳幼児とその家族を対象に、子育て支
援センター等で毎月２～３回開催し、身
体計測、育児・栄養・歯科の相談や講話
を行っています。乳幼児健診でフォロー
が必要と判断された乳幼児の継続支援
の場としても活用します。

・感染症対策として、子育て支援センターの利用
人数制限と同様の人数制限をしていましたが、新
型コロナウイルス感染症が５類に移行されたことに
より、人数制限を緩和しました。年間計13回、延べ
89名が参加しました。参加実人数は63名でした。

・令和２年度から感染症対策のため、人
数制限を設けていましたが、令和５年度
から徐々に緩和し、実施できました。
・情報交換、友だちづくり、相談の場とし
て定着してきています。

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

③
育児相談・
健康支援
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（２）子育てに関する相談・情報提供体制の充実

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

生後２～８か月までの乳児を対象に母
親同士の交流の場、育児相談の場とし
て、毎月１回助産師によるベビーオイル
マッサージ及び母乳相談、栄養士のワ
ンポイントアドバイス等を行います。

生後２～５か月までの乳児とその母親を
対象に、バランスボール体操による有酸
素運動と母親同士のコミュニケーション
を通じて、心と身体の健康回復を図りま
す。

小児予防接種事業

・麻しん風しん混合接種（MR）Ⅰ期、Ⅱ期の接種率
は91.5％で前年度と比較すると1.8％減少していま
す。
・予防接種を受けた児童生徒の割合（二種混合、日
本脳炎）は80.4％で、前年度と比較し9.9％減少しま
した。
・子宮頸がんワクチンの積極的勧奨は継続中です。
令和５年度から新たに９価ワクチンも定期接種の対
象となりました。

・麻しん風しん混合接種（MR）Ⅰ期、Ⅱ期の接種率
は90.0％で前年度と比較すると1.5％減少しまし
た。
・予防接種を受けた児童生徒の割合（二種混合、
日本脳炎）は70.9％で、前年度と比較し9.5％減少
しました。
・子宮頸がんワクチンキャッチアップ接種期間が、
条件を満たした方に経過措置を設けることが国の
審議会で了承されたため、対象者に接種勧奨を行
いました。

・出生届、転入届の提出時に予診票及び
接種方法の説明を行いました。
・未接種を防ぐため、適切な情報提供と
接種の促進に努めました。

・感染症対策として、人数制限（第1子優先、先着
10組）を緩和し、年12回、延べ63組が参加しまし
た。

・令和２年度から感染症対策のため、人
数制限を設けていましたが、令和５年度
から徐々に緩和し、実施できました。
・情報交換、友だちづくり、相談の場とし
て定着してきています。

予防接種法に基づき定期予防接種を実
施します。出生届、転入届の提出時に
予診票及び接種方法の説明や冊子を
同封し、情報提供をします。また、必要
に応じて個別通知や広報誌、各母子保
健事業実施の際、適切な情報提供と接
種の促進に努めます。

健康支援課

健康支援課

産後のセルフケア＆バランスボール教
室

・感染症対策として、人数制限（第1子優先、先着7
組）を行い、年12回、延べ51組102名が参加しまし
た。
・情報交換、友だちづくり、相談の場として定着して
きています。

・感染症対策として、人数制限（第1子優先、先着
10組）を緩和し、年12回、延べ98組が参加しまし
た。

・令和２年度から感染症対策のため、人
数制限を設けていましたが、令和５年度
から徐々に緩和し、実施できました。
・情報交換、友だちづくり、相談の場とし
て定着してきています。

健康支援課

ベビーサロン

・感染症対策として、人数制限（第1子優先、先着7
組）を行い、年12回、延べ27組62名が参加しました。
・情報交換、友だちづくり、相談の場として定着して
きています。

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

③
育児相談・
健康支援
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（２）子育てに関する相談・情報提供体制の充実

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業名

事業内容

健康支援課

むし歯予防対策のため、１歳１～３か月
児を対象としたいい歯モグモグクラス
や、こども園・幼稚園等において園児及
び保護者を対象とした歯科健康教室、
小中学校において児童生徒を対象（保
護者を含む）とした歯科健康教室を実施
します。また、フッ化物による予防処置
事業として、各幼児健診等においてフッ
化物歯面塗布、各こども園・幼稚園等に
おいて４・５歳児の希望者を対象とした
フッ化物洗口を実施します。

子ども教育課
健康支援課

歯科保健

・３歳児健康診査のむし歯保有者率は10.6％、小学
生のむし歯保有者率は41.6％、中学生のむし歯保
有者率は26.7％でした。昨年度と比較すると3歳児
は2.0％減少、小学生は1.8％増加、中学生は1.6％
減少しました。むし歯保有率は年々減少傾向にあり
ますが、千葉県平均と比較するとまだ高い状況で
す。
・フッ化物洗口は市内各こども園、幼稚園、保育園
の8施設、モデル事業（小学校1校）において、4・5歳
児及び小学生の希望者を対象に、延べ564名が実
施しました。
・市内のこども園、幼稚園、保育園、小学校、中学校
において、計119回、延べ2,879名に歯科健康教室
を実施しました。

・３歳児健康診査のむし歯保有者率は14.8％、小
学生のむし歯保有者率は42.8％、中学生のむし歯
保有者率は28.9％でした。
・フッ化物による予防処置事業として、各幼児健診
また委託事業においてフッ化部物歯面塗布を実施
し、市内各こども園、幼稚園、保育園の８施設にお
いて、４・５歳児を対象にフッ化物洗口を実施しまし
た。また、市内小学校１校でモデル事業として、全
学年を対象にフッ化物洗口を実施しました。
・市内のこども園、幼稚園、保育園、小学校、中学
校において、計117回、延べ2,726名に歯科健康教
室を実施しました。

・近年、むし歯保有者率は減少傾向にあ
りますが、千葉県平均と比較するとまだ高
い状況です
・フッ化物による予防処置事業として、
フッ化物歯面塗布およびフッ化物洗口を
実施しており、幼児期からのフッ化物の
利用を順調に進めることができました。
・幼児期から学童期にかけて歯科健康教
室を実施していますが、今後もむし歯保
有者率減少のため、指導内容を定期的
に見直し、むし歯予防に対しての意識付
けを行っていきます。

学校保健

各学校、教育委員会、健康支援課が連
携し、健康相談、健康教育、歯科保健、
食育事業、要保護児童生徒への対応、
児童生徒の発達支援等を行います。
学校保健安全法により学校医、学校歯
科医及び学校薬剤師を委嘱し、児童生
徒の健康相談、健康診断、感染症予防
に関しての指導・助言や学校保健計画
の立案に参与するなど学校医、学校歯
科医及び学校薬剤師の協力を得ていま
す。
学校保健全体計画により学校保健事業
を実施します。各種検診による疾病の早
期発見と健康状態の把握に努めます。
保健だより等で、健康に関する啓発を行
い、心の健康に重点をおいた健康相談
に努めます。

・学校保健安全法に基づき、年間計画に沿って健
康診断等を実施しました。
・各学校（養護教諭）と教育委員会、健康支援課の
連携を図るため、随時情報交換を行いました。
・養護教諭、健康支援課と連携し、小中学生のた
めの健康相談、思春期教育、予防接種、歯科健康
教室、食育事業、要保護児童への対応、児童の発
達支援を行いました。
・各学校で月１回保健だより等を発行しました。ま
た、県等からの情報を学校に提供し、疾病予防等
に努めました。
・養護教諭、健康支援課と連携し、軽度肥満～高
度肥満及びやせの児童生徒で、希望する場合に
小中学生のための健康相談を実施しました。

・小中学生のための健康相談は、小学校６校13
名、中学校１校２名に実施しました。相談後肥満度
が減少した児童・生徒は３名でした。
・小学６年生を対象に小児習慣予防の健康教室
を、７校164名に実施しました。また、中学校で糖尿
病予防教育のための健康教育は、２校142名に実
施しました。

・学校保健安全法に基づき、年間計画に
沿って健康診断等を実施しました。また
各学校（養護教諭）と教育委員会、健康
支援課が連携し、随時情報交換を行いな
がら、小中学生のための健康相談、思春
期教育、予防接種、歯科健康教室、食育
事業、要保護児童への対応、児童の発
達支援を行いました。引き続き学校医な
ど関係機関と連携を密にして取り組んで
いきます。

・今後も食生活改善を自身で取り組む知
識をつけられるよう、小学校の保健体育
の授業で小児生活習慣病について、引
き続き講話を実施していきます。（小学校
６年生対象・希望調査実施）
・中学校では、今後も糖尿病予防の健康
教育を実施し、健康に対しての意識付け
を行っていきます。

・学校保健安全法に基づき、年間計画に沿って健
康診断等を実施しています。
・各学校（養護教諭）と教育委員会、健康支援課の
連携を図るため、随時情報交換を行っています。
・養護教諭、健康支援課と連携し、小中学生のため
の健康相談、思春期教育、予防接種、歯科健康教
室、食育事業、要保護児童への対応、児童の発達
支援を行っています。
・各学校で月１回保健だより等を発行しました。ま
た、県等からの情報を学校に提供し、疾病予防等に
努めました。
・養護教諭、健康支援課と連携し、軽度肥満～高度
肥満及びやせの児童生徒で、希望する場合に小中
学生のための健康相談を実施しています。

・小中学生のための健康相談は、小学校7校15名、
中学校1校14名に実施しました。相談後肥満度が減
少した児童・生徒は８名でした。
・小学6年生を対象に小児生活習慣病予防の健康
教室を、8校220名に実施しました。また、中学校で
糖尿病予防教育のための健康教育は、2校169名に
実施しました。

③
育児相談・
健康支援

事業内容

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（３）子育て家庭の経済的支援の推進

２－（３）－①　子ども医療費・高校生等医療費助成

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

２－（３）－②　保育料・給食費の減免

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

②
保育料・給
食費の減

免

保育料の減免制度
（０～２歳児）

・国の基準に比べ、負担の少ない保育料額を市で
設定しています。また、市独自に第３子以降保育料
無償化を引き続き実施します。

・国の基準に比べ、負担の少ない保育料額を市で
設定しています。また、市独自に第３子以降保育
料無償化を引き続き実施しました。

・令和５年９月分から保育料の第２子半額
の対象となる年齢の範囲を広げ、保護者
の負担軽減に努めました。
・引き続き市独自の減免措置を行いま
す。

令和５年度末時点の実施状況

①
子ども医療
費・高校生
等医療費

助成

・令和５年８月１日より、高校生等医療費助成事業を
子ども医療費助成事業に統合し、対象年齢及び受
給券の発行について、18歳になる年度末まで拡充
しました。

・高校生等医療費助成事業について、令和５年８
月１日より子ども医療費助成事業と統合したため、
対象の子どもについては、子ども医療費助成事業
で助成しています。

・高校生等の保護者に対し、本市独自の
制度として保険適用される医療費の自己
負担額を全額助成しました。また、令和５
年８月１日より、高校生等医療費助成事
業を子ども医療費助成事業に統合し、対
象年齢及び受給券の発行について、18
歳になる年度末まで拡充しました。

子育て支援課

高校生等の医療費を登録制により申請
のあった場合、償還払いとして本市独自
の制度で助成します。

高校生等医療費助成

中学校３年生までの子どもの通院・入
院・調剤等の医療費を対象に本市独自
の制度で助成します。

子育て支援課

・国の基準に比べ、負担の少ない給食費を市で設
定しています。また、市独自に第３子以降給食費
無償化を引き続き実施しました。

・原材料費高騰による調理費の増加につ
いては、市が負担し、保護者の負担軽減
に努めました。
・引き続き市独自の減免措置を行いま
す。

子育て支援課少子化対策の視点から子どもを産み・育
てやすい環境づくりのため、国の基準に
比べ、負担の少ない基準を市で設定
し、保育料を助成します。また、第３子以
降の子どもの保育料を免除します。

給食費の減免制度
（３～５歳児）

・国の基準に比べ、負担の少ない給食費を市で設
定しています。また、市独自に第３子以降給食費無
償化を引き続き実施します。本市独自で主食費の免除を行います。

また、一定の所得以下の世帯の子どもと
第３子以降の子どもについては、副食費
の免除を行います。

子育て支援課

令和５年度末時点の実施状況

子ども医療費助成

・令和５年８月１日より、高校生等医療費助成事業を
子ども医療費助成事業に統合し、対象年齢及び受
給券の発行について、18歳になる年度末まで拡充
しました。

・18歳になる年度末までの子どもの医療費を負担
する保護者に対し、本市独自の制度として保険適
用される医療費の個人負担額を助成しました。

・中学校３年生までの子どもの医療費を
負担する保護者に対し、保険診療分の
医療費を助成しました。また、令和５年８
月１日より、高校生等医療費助成事業を
子ども医療費助成事業に統合し、対象年
齢及び受給券の発行について、18歳に
なる年度末まで拡充しました。

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（３）子育て家庭の経済的支援の推進

２－（３）－③　子どもの貧困・ひとり親家庭への支援

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

・計画初年度末の受給者数333名に対
し、最終年度末は277名であったことか
ら、ひとり親家庭の自立が図られていま
す。

令和５年度末時点の実施状況

児童扶養手当

・生活困窮世帯に対して学習支援事業を
実施し、学習の場・機会の提供、高等学
校への進学支援、子どもの居場所づくり
等の支援を行い、貧困の連鎖の防止を
図りました。

・国の制度に基づき、母または父のいないひとり親
家庭や、母または父が一定の障害の状態にある家
庭の児童の母または父、母または父に代わって児
童を養育している養育者に、児童扶養手当を支給し
ています。
受給者　307名（令和6年３月末）
・令和３年10月に、ひとり親家庭応援ハンドブックを
作成し、離婚届に同封しています。

・国の制度に基づき、母または父のいないひとり親
家庭や、母または父が一定の障害の状態にある家
庭の児童の母または父、母または父に代わって児
童を養育している養育者に、児童扶養手当を支給
しました（令和７年３月末現在277名）。

ひとり親家庭や、親と一緒に生活してい
ない児童を養育する家庭の生活の安定
と自立を助け、児童の福祉の増進を図る
ことを目的に支給します。

保健福祉・教育関係各窓口において、
ひとり親家庭等の子育てや各種制度に
ついての相談に対応することで虐待防
止に努めます。また、地域での相談に
は、民生委員・児童委員が対応します。

高等職業訓練促進給付金や自立支援
教育訓練給付金により、生活の負担の
軽減とひとり親家庭の自立の促進を図り
ます。

生活保護受給世帯及び生活困窮世帯
の子どもを対象として、学習支援や学習
の場所・機会の提供を通じて、高等学校
への進学や卒業を支援することで、子ど
もの社会的自立の促進と、貧困の連鎖
の防止を図ります。

・妊娠届出者193名のうち、届出時未婚者が34名
（17.6％）、未婚で出産予定の方が6名（3.1％）おり、
未婚の妊婦については、関係機関と連携した支援
を行いました。

・主任児童委員が中心となり、各地区担当の民生委
員・児童委員とともに、地域の子どもたちを見守り、
ひとり親家庭の子育ての不安や心配ごとの相談や
支援を行っています。

・妊娠届出者165名のうち、届出時未婚者が26名
（15.8％）、未婚で出産予定の方が3名（1.8％）お
り、未婚の妊婦については、関係機関と連携した
支援を行いました。

・主任児童委員が中心となり、各地区担当の民生
委員・児童委員とともに、地域の子どもたちを見守
り、ひとり親家庭の子育ての不安や心配ごとの相談
や支援を行いました。

・未婚の妊婦については、関係機関と連
携した支援を行いました。

・主任児童委員及び民生委員児童委員
が地域住民の相談に応じました。子ども
教育課等の関係課と連携を密にし支援を
行いました。

・生活困窮世帯に対して学習の場・機会を提供し、
高等学校への進学支援をするほか、子どもの居場
所づくりとして学習支援事業を実施しています。
・インフルエンザ等での学級閉鎖により、一部会場
で事業が中止となる回がありましたが、コロナ禍以前
の活動状況に戻りつつあります。

主な事業・取り組み

母子家庭自立支援給付金事業

ひとり親世帯児童虐待防止対策

・ひとり親家庭の雇用安定及び就業の促進を図るた
め、自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練促進
給付金を支給しています。
・高等職業訓練促進給付金を3件支給しました。

・ひとり親家庭の雇用安定及び就業の促進を図る
ため、高等職業訓練促進給付金４件、高等職業訓
練修了支援給付金１件、自立支援教育訓練給付
金２件を支給しました。

・計画初年度の受給者数は、高等職業訓
練促進給付金２件、自立支援教育訓練
給付金０件であり、最終年度における累
計受給者数は、高等職業訓練促進給付
金６件、自立支援教育訓練給付金２件と
増加しており、ひとり親家庭の雇用安定
及び就業の促進に寄与することが出来ま
した。

子育て支援課

健康支援課
社会福祉課

社会福祉課

子育て支援課

生活困窮世帯の子どもに対する学習支
援の充実

・生活困窮世帯に対して学習の場・機会を提供し、
高等学校への進学支援をするほか、子どもの居場
所づくりとして学習支援事業を実施しました。小学
生に対し夏休み期間、市内４箇所で各４回、中学
生に対し市内５箇所各11回参集型の学習教室を
開催しました。

③
子どもの貧
困・ひとり
親家庭へ
の支援
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（３）子育て家庭の経済的支援の推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

２－（３）－④　児童手当等助成

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

・ひとり親家庭等の親及び児童に対して、医療費等
の全部又は一部について助成を行っています。

・ひとり親家庭等の親及び児童に対して、医療費
等の全部又は一部について助成を行いました。

・経済的な理由によって就学困難と認め
られる児童生徒及び入学予定者の保護
者に対して就学援助費の支給を行うこと
により、支援が必要な家庭の経済的な負
担を軽減することができました。

子ども教育課

子育て支援課

・令和４年度より現況届の提出が原則不
要となり、受給者の利便性向上や行政事
務の簡素化につながりました。
・令和６年度の制度改正に伴い、支給対
象児童の拡大や所得制限の撤廃などに
より多くの受給者に手当を支給し、子育
て家庭の経済的負担を軽減することが出
来ました。

子育て支援課

児童扶養手当
（再掲）

２－（３）－③　を参照 ２－（３）－③　を参照 ２－（３）－③　を参照

・令和６年11月1日以降の診療分につい
て、児童の医療費を無料としました。な
お、保護者等の医療費については、現行
のとおり全部又は一部を助成しました。

子育て支援課

主な事業・取り組み

児童手当

ひとり親及びその児童に対し、医療費・
調剤費及び診療・調剤報酬証明手数料
の一部について助成金を支給します。

就学援助制度

・経済的な理由によって就学困難と認められる児童
生徒及び入学予定者の保護者に対して就学の援助
を行っています。
支給対象児童（要保護4名　準要保護153名）
支給対象生徒（要保護2名　準要保護94名）
入学準備金支給者　10名

・経済的な理由によって就学困難と認められる児
童生徒及び入学予定者の保護者に対して就学の
援助を行いました。
支給対象児童（要保護5名　準要保護　140名）
支給対象生徒（要保護3名　準要保護　87名）
入学準備金支給者　17名

ひとり親家庭等医療費等の助成

教育委員会が認める要保護・準要保護
児童生徒等の保護者に対して、就学援
助費を支給します。

令和５年度末時点の実施状況

制度に基づき、中学校修了前までの子
どもをもつ家庭を対象にした児童手当を
支給します。

③
子どもの貧
困・ひとり
親家庭へ
の支援

④
児童手当
等助成

・令和６年10月に制度改正【支給対象児童を高校
生年代まで延長、所得制限の撤廃、第３子以降の
支給額の増額及び多子加算カウント方法の変更、
支給回数の変更（年３回から年６回）】を行いまし
た。
・支給対象が拡大したことにより、多くの受給者に
手当を支給することが出来ました。

・国の制度に基づき、中学校修了前までの児童を養
育している保護者等を対象に児童手当を支給して
います。

ひとり親家庭や、親と一緒に生活してい
ない児童を養育する家庭の生活の安定
と自立を助け、児童の福祉の増進を図る
ことを目的に支給します。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標２：親・家庭への支援

２－（３）子育て家庭の経済的支援の推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

・制度に基づき、未熟児養育医療費の支
給事務を実施し、計22名に対し給付決定
を行い、延べ65回の給付を行いました。
・今後も制度に基づき、未熟児の養育医
療に関する経済的支援を推進していきま
す。

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

高額な治療費を要する特定不妊治療の
費用の一部を助成することにより、不妊
に悩む夫婦の経済的負担の軽減を図り
ます。

健康支援課

・令和２年度から令和３年度は、感染症対
策を講じながら実施できました。また、令
和４年度から保険適用となり、令和６年度
から廃止となりました。

・養育医療が必要な小さく生まれたお子さんが諸
機能を得るまでに必要な入院医療費について助
成しました。
・実人数３名に対し、延べ6回の給付を行いました。

④
児童手当
等助成

社会福祉課

国の制度に基づき、特別児童扶養手
当、障害児福祉手当の支給事務を実施
します。

障がい児の養育に関する経済的支援の
推進

・特別児童扶養手当・障害児福祉手当を支給するこ
とにより生活の安定及び福祉の増進を図っていま
す。

・国の制度に基づき、特別児童扶養手当・障害児
福祉手当の支給事務を実施しました。特別児童扶
養手当（9件）、障害児福祉手当（2件）が支給開始
となりました。

・国の制度に基づき、特別児童扶養手
当・障害児福祉手当の支給事務を実施
し、計画期間において特別児童扶養手
当（30件）、障害児福祉手当（9件）が支
給開始となりました。
・今後も制度に基づき、障がい児の養育
に関する経済的支援を推進していきま
す。

健康支援課

母子保健法に基づき、身体の発育が未
熟なままで出産し、入院を必要とする方
に対して、その治療に必要な医療費を
公費で一部負担する制度で、平成25年
４月から実施主体が県から市町村へ権
限移譲となりました。

特定不妊治療費助成事業

・現在助成の対象となっている治療は、令和４年度
から保険適用となりました。
・令和5年度は経過措置として引き続き助成を行って
いましたが、申請は0件でした。
・令和6年度から廃止となります。

・令和6年度から廃止となりました。

未熟児養育医療給付事業

・養育医療が必要な小さく生まれたお子さんが諸機
能を得るまでに必要な入院医療費について助成し
ています。
・実人数３名に対し、延べ4回の給付を行いました。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標３：地域・社会全体での支援

３－（１）安心して子育てできるまちづくりの推進

３－（１）－①　安全で快適な住環境整備の推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

都市整備課
スポーツ振興課

・都市公園については、平成30年度に策定した公園
長寿命化計画に基づき、適正な公園施設の維持管
理に努めました。また、条例公園についても遊具点
検などを通じて、１箇所遊具の修繕工事を行いまし
た。

・都市公園については、平成30年度に策定した公
園長寿命化計画に基づき、適正な公園施設の維
持管理に努めました。また、条例公園については
新たに公園が１箇所増え、全部で132箇所となり、
遊具点検などを通じて、３箇所遊具の修繕工事を
行いました。

・修繕工事や樹木の伐採等、公園施設の
適正な維持管理に努めるとともに、地元
自治会等と公園の管理協定の締結を進
め、協働での管理を推進しました。

・公営住宅法に基づき、低廉な家賃で住
宅を提供を行いました。
・引き続き、市営住宅の運営管理と施設
維持管理を効率的に行い住宅に困窮す
る低所得者への住宅を確保していきま
す。

・市営白幡住宅と市営和田住宅については耐用年
数を経過し老朽化が進んでいる為、入居募集を停
止しています。市営桔梗台住宅の入居募集を行い
ました。
・市営住宅住民の要望により修繕を行いました。

・条例改正を行い、令和２年４月１日から市営住宅の
一部を子育て世帯支援のための住宅として指定し、
子育て世帯を期限付で入居許可できるようにしまし
た。
・市営住宅の計画的・効率的な維持管理に資するた
め、令和２年度末に山武市営住宅長寿命化計画を
策定するとともに山武市公共施設個別施設計画に
おいて市営上町住宅を除く３団地の方向性として維
持・集約化を明確にしました。

公営住宅法に基づき、住宅に困窮する
低所得者へ低廉な家賃で住宅を提供し
ます。また、市営住宅の運営管理と施設
維持管理を効率的に行い、住宅を確保
します。

公営住宅の管理・整備

・交通安全の要望については、区長や自治会長か
らの要望や、関係機関による通学路の現地診断結
果に応じて順次対応しています。

・交通安全看板について、区長・自治会長や関係
機関の要望、通学路診断の結果を受け交差点付
近や通学路など必要箇所に設置を行いました。
・通学路現地診断の結果に基づき、県道12件、市
道10件の計22件の工事を実施しました。また、そ
の他事故を未然に防ぐための対策工事として、6件
の交通安全施設工事を実施いたしました。

・区長・自治会長、関係機関からの要望、
通学路診断の結果に応じて、交通安全
看板の設置を行いました。
・警察署や学校等の関係機関と通学路
合同現地診断を年度ごとに行い、事故を
未然に防ぐための対策を行いました。
また、職員によるパトロール時に危険な個
所があれば、その都度対応を行いまし
た。

市民自治支援課
子ども教育課

土木課

都市整備課

①
安全で快
適な住環
境整備の

推進

交通安全看板、ガードレール、カーブミ
ラー等については各地区及び学校から
の要望により市で設置します。信号機・
交通規制については、公安委員会へ要
望を伝えます。

都市公園７か所、条例公園１３１か所に
ついて、維持管理を行います。また、県
立都市公園が１か所設置されています。

公園の適正な管理

道路網の整備・維持管理
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標３：地域・社会全体での支援

３－（１）安心して子育てできるまちづくりの推進

３－（１）－②　地域安全活動の推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

事業名

事業内容

主な事業・取り組み

交通安全活動・教育

通安全運動週間時において、交通安全の啓発広報
を実施しています。

り市内小学校、中学校、こども園等で交通安全教室
を実施しています。

シを回覧、配布しています。

令和５年度末時点の実施状況

有害環境対策
・コンビニエンスストア等の成人向け図書コーナー
は、監視や立寄りは行っていませんが、大手コンビ
ニエンスストア等で自主的対応を講じています。
・青少年がインターネット上のトラブルに巻き込まれ
ることを未然に防ぐため、県では、青少年ネット被害
防止対策事業（ネットパトロール）を実施しており、そ
の情報を活用しています。

・青少年がインターネット上のトラブルに巻き込まれ
ることを未然に防ぐため、県では、青少年ネット被
害防止対策事業（ネットパトロール）を実施してお
り、その情報を活用し、子ども教育課を通して学校
へ情報提供を行いました。

・県が行う青少年ネット被害防止対策事
業の情報を活用し、子ども教育課を通し
て各学校へ情報提供を行いました。イン
ターネットの普及により、有害環境は多様
化していますので、引き続き子ども教育
課と連携しながら、学校を通じて保護者
への啓発活動を行います。

防犯対策

・青色回転灯搭載車による防犯パトロールを防犯協
会、防犯パトロール隊及び青少年育成市民会議会
員が実施しています。
・毎月広報紙にて季節に合わせた防犯対策を周知
しています。

・ 防犯情報をいち早く知らせるため警察や教育委員
会から直接山武市安心安全メールを配信するととも
に、防災行政無線でも広報を実施しています。
・不審者等の情報を教育委員会から連絡網アプリに
て小中学校の保護者へ配信しています。
・こども園・幼稚園・保育園において、千葉県警によ
る防犯教室を実施しました。

・青色回転灯搭載車による防犯パトロールを、青少
年育成市民会議会員が夏季の夜間に３回実施し
ました。

・不審者等の情報は市内小中学校に連絡するとと
もに、緊急性の高い案件については、連絡網アプ
リにて小中学校の保護者に配信しました。

・こども園・幼稚園・保育園において、千葉県警に
よる防犯教室を実施しました。また、不審者対策に
関しての講習会を開催しました。

・令和２年度から令和４年度は感染症対
策のため中止しましたが、令和５年度に
再開しました。令和５年度及び令和６年
度は、夏季夜間の防犯パトロールを３回
実施しました。地域の安全のため、引き
続き夏季に青少年育成市民会議会員に
よるパトロールを行う予定です。

・今後も連絡網アプリを活用し、小中学校
の保護者に情報提供をしていきます。

・交通安全協会による街頭監視活動や交通安全の
チラシ等の配布、交通安全運動習慣時における啓
発広報を実施しました。
・山武警察署及び山武市交通安全協会の指導に
より市内小中学校、こども園等で交通安全教室を
実施しました。

・広報さんむによる啓発やチラシの配布
による啓発活動を実施し、交通事故の未
然防止に取り組みました。
・市内小中学校、こども園などの交通安
全教室を引き続き実施し、交通ルールや
マナーについて啓発し、子どもの交通事
故防止に努めました。

青少年の健全育成・非行防止のため、
有害となる図書等を青少年の目に触れ
ないようにする等の対策を実施します。

生涯学習課

市民自治支援課

②
地域安全
活動の推

進

市民自治支援課
生涯学習課
子ども教育課
子育て支援課

防犯協会や防犯パトロール隊が定期的
に青色回転灯搭載車で市内をパトロー
ルしています。県、市、防犯協会指導員
による、防犯キャンペーンや防災行政無
線・広報紙による啓発活動を行います。
青少年育成市民会議会員による夜間パ
トロールを実施します。また、子どもたち
を犯罪から守るため、携帯電話やパソコ
ンに防犯情報メールを配信します。

警察署・交通安全協会と協力して、交通
安全マナー等の意識向上を図ります。ま
た、幼児の交通事故防止のため交通安
全について、こども園・幼稚園・学校で
の交通安全教室の実施などにより交通
ルールやマナーについての啓発を行い
ます。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標３：地域・社会全体での支援

３－（１）安心して子育てできるまちづくりの推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

②
地域安全
活動の推

進

子ども見守り隊をはじめとする地域ボラ
ンティアや住民へ、中学生による防災行
政無線での小学生下校時の見守り協力
依頼を実施します。

・学校支援ボランティアの協力による登下校時の安
全指導と学校防犯指導員による巡回パトロールを実
施しています。
・県土木事務所や山武警察署と連携し通学路合同
点検を毎年1回、実施しています。
・市内で起きた不審者情報については、連絡網アプ
リを活用し、保護者に情報提供しています。
・地域との連携として、こども110番の再編成を行い
ました。

・学校支援ボランティアによる登下校時の見守り活
動を実施しました。
・防災行政無線を活用した午後2時30分の放送に
より、市民に下校時の見守りの協力を依頼しまし
た。
・各学校で実施する通学路における危険箇所調査
の結果を踏まえ、緊急性の高い箇所において合同
点検を実施しました。

・ボランティアや市民の協力を得て、登下
校時の見守り活動を実施しました。今後
も地域と連携して、登下校時の安全活動
を実施していく必要があります。
・学校、関係機関と連携して通学路合同
点検を実施し、通学路の安全確保に努
めました。今後も、効果的な実施方法に
ついて検討します。

子ども教育課

登下校時の安全活動

園・学校安全マニュアルに基づいて毎
月１回の安全点検と、防犯上の問題等
を確認します。門扉の施錠、来園・来校
者の対応、教室・職員室等への防犯ベ
ルの設置等安全対策を実施します。

こども園・幼稚園・学校等の安全活動

・全ての園・学校で安全指導計画を作成し、毎月１
回の安全点検や定期的な避難訓練を実施していま
す。
・災害発生時等を想定し、園児・児童の引渡し訓練
を毎年実施しています。
・災害発生時に備え、各園・学校に緊急通報装置を
設置しています。

・通園バス（10台）に置き去り防止対策として、令和５
年６月下旬に安全装置を設置しました。

・各園において、定期的に避難訓練等を実施しま
した。
・災害発生時等を想定し、各園・学校において園
児・児童の引渡し訓練を実施しました。
・災害発生時に備え、各園・学校に緊急通報装置
を設置しています。
・通園バスに置き去り防止対策として安全装置を設
置しています。

・市内小中学校は、安全指導計画や危機管理マ
ニュアルの内容を見直し、必要に応じて修正を行
いました。
・教育委員会による市内小中学校の安全点検を実
施し、点検方法や点検表簿の指導、助言を行いま
した。

・避難訓練や引き渡し訓練について、定
期的に実施することが出来ました。
・火災や地震を想定した避難訓練等を引
き続き実施していくことで、職員や園児た
ちの防災意識を更に向上することが出来
ると考えられます。
・引き渡し訓練においては、保護者が仕
事の都合で参加出来ないこともあるの
で、実施にあたっては保護者との連絡調
整が必要です。

・安全に関する指導計画やマニュアルに
基づき、安全点検、避難訓練等を実施し
ました。
・今後も、マニュアルの内容や安全点検
の方法について見直し、安全対策を強化
していきます。

子育て支援課
子ども教育課
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標３：地域・社会全体での支援

３－（１）安心して子育てできるまちづくりの推進

３－（１）－③　児童健全育成活動の推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
③

児童健全
育成活動
の推進

令和５年度末時点の実施状況

生涯学習課

・青少年育成市民会議において、郷土愛を育む情
操教育の一環として、ビーチクリーン事業を実施し
ました。
・青少年相談員において、スポーツを通じた健全
育成の一環として、つどい大会（ドッチボール大
会）を実施しました。
・青少年健全育成団体の活動を継続的に支援す
るとともに、団体相互の協力や連携を促進していま
す。

・青少年育成市民会議の事業は、令和２
年度から令和３年度は未実施でした。令
和４年度から実施したビーチクリーン事業
は、郷土愛を育む情操教育の一助となっ
ており、今後も事業内容を見直しながら
実施する予定です。地域・学校・家庭の
連携を進めていくことが課題です。
・青少年相談員によるつどい大会は、令
和２年度は中止、令和３年度は感染症対
策として小学５・６年生の部のみ実施、令
和４年度から完全実施しました。多数の
児童が参加し児童の健全育成の一助に
なっており、今後も相談員事業の見直し
を進め、その活動を支援します。

令和５年度末時点の実施状況

子ども教育課
学校の指導計画に児童生徒の健全育
成を位置づけ、ＰＴＡ活動や行政関係の
青少年健全育成事業などと連携を図り
事業を進めます。児童生徒の健全育成
に関する｢生徒指導計画｣の策定や、学
校や学習への適応指導、基本的な生活
習慣の指導及び問題行動に関する指導
を行います。

児童の健全育成

・各小中学校でＰＴＡや地域と連携した、こども見守
り活動等を実施しています。
・学校防犯指導員による毎日の巡回指導や、学校で
の不審者対応避難訓練において講師として指導助
言を行っています。
・防災行政無線を活用して午後２時30分の放送で、
市民に下校時の安全について見守りの協力をお願
いしています。

・各校でＰＴＡや地域と連携し、子どもの見守り活
動等を実施することができました。また、防災行政
無線を活用した午後2時30分の放送により、市民
に下校時の見守りの協力を依頼しました。
・児童生徒の健全育成に関する「生徒指導計画」
を策定し、学習指導や基本的な生活習慣の指導
及び問題行動に関する指導を行いました。

・ＰＴＡや地域と連携した子どもの見守り
活動等や、防災行政無線を活用した見
守りの協力依頼、学習指導や基本的な
生活習慣の指導及び問題行動に関する
指導を行うことが出来ました。今後も見守
りや指導の実施に努めます。

青少年相談員及び青少年育成市民会
議会員による健全育成活動を行いま
す。地域・学校・家庭の連携で、青少年
健全育成に取り組みます。

青少年健全育成事業

・青少年育成市民会議において、郷土愛を育む情
操教育の一環として、ビーチクリーン事業を実施しま
した。
・青少年相談員において、スポーツを通じた健全育
成の一環として、つどい大会（ドッチボール大会）を
実施しました。
・青少年健全育成団体の活動を継続的に支援する
とともに、団体相互の協力や連携を促進していま
す。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標３：地域・社会全体での支援

３－（１）安心して子育てできるまちづくりの推進

３－（１）－④　多様な体験活動機会の拡充

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

こども園・幼稚園の行事に高齢者を招待
するなどの交流事業や地区社会福祉協
議会主催の「いきいきふれあいサロン」
等を実施します。

読書活動の推進、子ども会活動、ジュニ
アリーダー活動

・季節事業の開催と併せて、中止していた定例おは
なし会を再開するなど、事業計画の見直しを図りな
がら、読書活動を行いました。
・子ども会育成連絡協議会では、千葉県子ども会育
成連絡協議会及び山武郡市子ども会育成連絡協議
会と連携し、子ども会活動の支援、ジュニアリーダー
の育成、研修会を行っています。

④
多様な体
験活動機
会の拡充 ・図書館３館のうち、さんぶの森図書館、松尾図書

館は、施設の工事による臨時休館期間があったた
め、可能な範囲で、季節事業・定例おはなし会等
を行いました。成東図書館は、事業計画どおり読
書活動を行い、読書を楽しむ機会を提供しました。

・子ども会育成連絡協議会では、千葉県子ども会
育成連絡協議会及び山武郡市子ども会育成連絡
協議会と連携し、子ども会活動の支援、ジュニア
リーダーの研修会を行いました。

・図書館は、令和２年度から令和４年度
は、感染症対策として、臨時休館や行事
の中止等、子どもたちの読書環境が制限
され、読書活動の機会も減少しました。ま
た少子化が進むなかで、利用者も減少し
ています。今後も、本への興味関心を高
められるよう事業を展開し、新しい読書環
境や読書機会の創出に努めます。

・子ども会育成連絡協議会の事業は、令
和２年度は中止、令和３年度は一部実
施、令和４年度から再開しました。近年の
多様化した生活様式や少子化により、地
区単位の子ども会に所属する家庭が減
少しており、活動を休止する地区子ども
会が増加しています。地区子ども会が無
い地区の子どもたちも活動機会を得られ
ることが必要です。子ども会育成連絡協
議会、ジュニアリーダースクラブの会員自
身が団体の目的や活動を再認識し、前
例にとらわれない事業展開に向け支援を
行います。

図書館
生涯学習課

山武市子どもの読書活動推進計画を策
定し、図書館や家庭での読み聞かせの
機会醸成や、おすすめの本を提示する
ことで良好な読書環境を形成します。
子ども会活動、ジュニアリーダースクラブ
の団体育成等、リーダー研修会や育成
者講習会の開催などを行います。

子育て支援課
子ども教育課

世代間交流の推進

・行事等の参加制限も緩和され、こども園３園（なん
ごう・まつお・おおひら）では、高齢者を招待して交
流等を行いました。
・小学生の職場見学、中学生の職場体験実習や手
作りおもちゃの配布。また、大学生の保育実習の受
け入れ等も行い、交流を図っています。

・大学生の保育・教育実習の受け入れを行い、園
児との交流を図りました。
・こども園では地区の高齢者を招待し、世代間交
流を行いました。

・高齢者との交流や大学生の実習を通し
て、世代間の交流を体験することができ
ました。
・更なる交流事業の充実に向けて、地域
に開かれた園・学校づくりを目指します。
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標３：地域・社会全体での支援

３－（１）安心して子育てできるまちづくりの推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

事業名

事業内容

④
多様な体
験活動機
会の拡充

主な事業・取り組み 令和５年度末時点の実施状況

小学校６年生の「職場見学」、中学校２
年生の「職場体験学習」を実施します。

青少年国際相互交流事業

・ニュージーランドと相互交流事業を行っており、
ニュージーランドへ15名の研修生を派遣しました。

・海外派遣事業として、ニュージーランドへ15名の
研修生を派遣しました。
・隔年で実施している海外研修生受入事業を再開
し、派遣先であるニュージーランドの中学校から20
名の研修生を受け入れ、ホームステイや学校体験
等を行いました。

・海外派遣事業は、令和２年度から令和３
年度は中止し、令和４年度はオンライン
交流を行い、令和５年度に再開しました。
派遣研修生全員が国際感覚が身につい
たと感じています。課題として、昨今の物
価高騰は参加者の費用負担の増額につ
ながっています。
・海外研修生受入事業は、平成３０年度
に実施以来、６年ぶりの実施となりまし
た。ホームステイ受入家庭では、英語へ
の興味や日本文化の再認識などが見ら
れました。
・両事業とも異文化理解やコミュニケー
ション能力の育成の一助となっており、今
後も相互交流事業を可能な限り継続して
いく予定です。

職業体験学習等

・「職場見学」・「職場体験学習」だけではなく、事業
所等から講師を招いて授業を行う「キャリア教育」も
実施しました。

・「職場見学」を小学校、「職場体験学習」を中学校
で実施しました。事業所等から講師を招く形で職
業への理解を深める授業を実施した学校もありまし
た。

・感染症対策のため、実施を見合わせて
いた期間もありましたが、多くの学校で再
開しました。実施の方法については、講
師を招いて話を聞いたり、実演を見たり
学校の実情に合った方法で取り組んでい
ます。

生涯学習課
市内の中・高生を主に海外へ派遣す
る、また他国からの学生を招き交流する
ことで、異文化理解力及びコミュニケー
ション能力の育成を図り、グローバル化
をはじめとする多様性社会に対応する
青少年の育成に努めています。

子ども教育課
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子ども・子育て支援事業計画【主な事業・取り組み】　令和６年度末における取り組み結果および最終評価

　基本目標３：地域・社会全体での支援

３－（２）仕事と家庭生活の両立支援

３－（２）－①　男女共同参画の推進

令和６年度末における取り組み結果 計画期間における最終評価 担当課

事業名

事業内容

①男女共
同参画の

推進
企画政策課

令和５年度末時点の実施状況主な事業・取り組み

職員研修会、住民対象の講演会を開催
し、男女共同参画意識の向上に努めま
す。

男女共同参画の推進

・平成31年３月に策定した第３次山武市男女共同参
画計画に基づき、山武市男女共同参画推進懇談会
と山武市男女共同参画庁内推進本部を中心に男女
共同参画の推進を図りました。
・令和5年度は4年ぶりに男女共同参画に関する講
演会を実施することができました。
・第4次山武市男女共同参画計画策定に向けて、男
女共同参画推進懇談会、庁内推進本部を開催しま
した。

・令和６年３月に策定した第4次山武市男女共同参
画計画に基づき、男女共同参画推進に向けた啓
発活動を実施しました。
・「多様な性」をテーマに職員向けの講習会を実施
し、多様な性に関する知識と、接遇時の留意事項
について学びました。
・第4次山武市男女共同参画計画１年目の進捗状
況を評価するため、山武市男女共同参画推進懇
談会の開催を予定していましたが中止となりまし
た。懇談会は令和7年度中に実施予定です。

・令和２年度から令和４年度までは、感染
症対策のため、職員研修会や住民対象
の講演会の開催を見送っていましたが、
令和5年度は住民向けの講演会を、令和
６年度は職員研修会をそれぞれ開催しま
した。
・市民アンケートの結果では、女性の社
会進出、家庭における男性の参画といっ
た面で課題が多いとされていることから、
引き続き啓発活動を行う必要があります。
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